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1.  22年9月期の連結業績（平成21年10月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年9月期 7,372 22.1 604 ― 590 ― 721 ―
21年9月期 6,038 △38.6 △186 ― △405 ― △847 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年9月期 67.86 ― 30.8 8.7 8.2
21年9月期 △79.75 ― △33.5 △6.6 △3.1

（参考） 持分法投資損益 22年9月期  87百万円 21年9月期  △10百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年9月期 7,783 2,682 34.5 252.48
21年9月期 5,837 1,994 34.2 187.69

（参考） 自己資本   22年9月期  2,682百万円 21年9月期  1,994百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年9月期 40 △1,237 1,160 687
21年9月期 538 △1,114 611 756

2.  配当の状況 

現時点では、平成23年９月期の期末配当予想額は未定です。 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年9月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 0.0 0.0
22年9月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 0.0 0.0
23年9月期 

（予想）
― 0.00 ― ― ― ―

3.  23年9月期の連結業績予想（平成22年10月1日～平成23年9月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

4,410 17.9 339 14.4 215 △34.0 129 △69.2 12.14

通期 9,060 22.9 880 45.6 563 △4.7 337 △53.3 31.71

－ 1 －



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

詳細は６ページ（企業集団の状況）をご覧ください。 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名 ） 除外 2社 （社名
マルマンバイオ株式会社、エムアイト
レーディング株式会社

）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年9月期 10,625,000株 21年9月期 10,625,000株
② 期末自己株式数 22年9月期  100株 21年9月期  100株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年9月期の個別業績（平成21年10月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年9月期 7,192 122.8 589 ― 526 ― 899 ―
21年9月期 3,228 △36.0 △451 ― △330 ― △1,011 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年9月期 84.66 ―
21年9月期 △95.19 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年9月期 7,281 2,324 31.9 218.77
21年9月期 4,741 1,439 30.4 135.49

（参考） 自己資本 22年9月期  2,324百万円 21年9月期  1,439百万円

2.  23年9月期の個別業績予想（平成22年10月1日～平成23年9月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

4,190 16.6 322 13.3 218 △26.8 130 △79.8 12.23

通期 8,810 22.5 857 45.5 560 6.4 336 △62.6 31.62

－ 2 －



(1）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績  

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による景気刺激策等により一部に回復傾向は見られるものの、デフ

レ経済の進展と雇用情勢の悪化が続き、また円高が急速に進行するなど、先行きは不透明な状況にあります。 

ゴルフ業界においては、若年層や女性層のプレイ人口の増加といった側面が見られるものの、ゴルフ用品市場に

おいては個人消費の落ち込みが影響し、依然として厳しい市場環境が続いております。 

また健康食品市場においては、消費者の健康に対する潜在的ニーズは高く通信販売などの売上が増加しました

が、その一方で店頭売上は低迷し、市場全体としては横ばいの状況にあります。 

このような状況のもと当社グループは、新商品の発売と重点的な宣伝・販促活動を実施するとともに、アジアを

中心とした海外市場への積極的な営業活動を展開し、売上の増加に努めました。 

また、前期より進めてきた組織再編等の合理化策を始めとする総コストの見直しの効果が表れ、製造原価の低減

と固定費の圧縮につながって利益率が増加しました。 

最終損益につきましては、日本振興銀行の民事再生手続開始申立てに伴う投資有価証券評価損を特別損失に計上

しましたが、一方で繰延税金資産の回収可能性について検討した結果、繰延税金資産として５億３千４百万円を計

上することといたしました。  

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高73億７千２百万円（前年同期比22.1%増）、営業利益６億４百万円

（前年同期は、営業損失１億８千６百万円）、経常利益５億９千万円（前年同期は、経常損失４億５百万円）、当

期純利益７億２千１百万円（前年同期は、当期純損失８億４千７百万円）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は、次の通りであります。  

  

（ゴルフ関連事業）  

 当社の人気商品となったフェアウェイウッドモデル「メガシャトル」に、当期新たにアイアンとドライバーを発

売し、フルラインナップとしました。また主力ブランド「マジェスティ」から新たなラインのモデル「マジェステ

ィ ヴァンキッシュＶＲ」を発売し、顧客層の拡大を図りました。  

 海外市場は、昨年後半より急速な回復を果たし、韓国、中国を中心に好調な販売が続き、輸出が拡大いたしまし

た。 

 この結果、当連結会計年度の業績は、売上高が57億３千１百万円（前年同期比34.8％増）、営業利益は５億２千

４百万円（前年同期は営業損失３億９千７百万円）となりました。 

  

（健康食品関連事業）  

 健康食品関連事業においては、健康食品においてダイエット系商品の販売が好調に推移しました。また昨年末に

かけて衛生用品の「マスク」の販売が寄与し、売上高が増加しました。 

 禁煙関連商品では今年10月のタバコ税の増税を前に、「禁煙パイポ」と「禁煙アメ」がコンビニエンスストア等

を中心に売上を大幅に拡大しました。 

 しかしその一方で、過剰となった衛生用品の在庫について評価損を計上し在庫の圧縮を図ったことにより損失が

発生いたしました。 

 この結果、当連結会計年度の業績は、売上高が16億４千１百万円（前年同期比22.3％増）、営業利益が７千９百万

円（前年同期比8.2％減）となりました。 

  

② 次期の見通し  

 次期につきましては、ゴルフ関連事業では、ボリュームゾーンの「コンダクター」をフルモデルチェンジすると

ともに、新たに「シャトル」、「マジェスティ」にレフティモデルを加え、ブランドの拡充を図ってまいります。 

 また、来年がゴルフ事業創設40周年という節目にあたり、主力商品である「マジェスティ」で記念モデルを発売

し、積極的な販促活動を展開して、販売強化に取り組んでまいります。 

 海外市場につきましては、韓国を中心に好調な販売が続いておりますが、今後大きな市場拡大が期待できる中国

において、合弁会社の設立と販売網の確立により更に売上の拡大を図ってまいります。 

 中国における合弁会社は、中国国内での営業に関する全ての許認可手続きを本年12月中に完了し、年内に営業を

スタートする予定であります。  

 ゴルフ場運営事業においては、コース他諸施設の充実とサービスの向上により集客増加を図り、利益に貢献でき

る体質を構築してまいります。 

 健康食品関連事業においては、「ブルーベリー」、「ウコン」及び強壮系サプリメントが堅調で、ダイエット系

商品も当期に続き好調に推移していくものとみており、宣伝活動を強化して売上の維持・拡大に取り組んでまいり

ます。 

１．経営成績
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 また「禁煙パイポ」は、今年10月のタバコ税増税の影響を受け、年内は大幅な売上拡大を見込んでおります。  

 これらにより、次期の業績予想は、連結売上高90億６千万円（前年同期比22.9％増）、また連結経常利益は５億

６千３百万円（前年同期比4.7％減）を見込んでおります。 

  

(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況  

 当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ19億４千５百万円増加し、77億８千３百万円となりまし

た。これは主に投資有価証券、繰延税金資産（流動・固定）、原材料及び貯蔵品、商品及び製品等の増加によるも

のであります。  

 負債は前連結会計年度末に比べ12億５千７百万円増加し、51億円となりました。これは主に短期借入金と支払手

形及び買掛金の増加によるものであります。 

 純資産は前連結会計年度末に比べ６億８千８百万円増加し、26億８千２百万円となりました。これは主に当期純

利益の計上によるものであります。 

② キャッシュ・フローの状況  

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は６億８千７百万円であり、前会計年度

末との比較では６千８百万円の減少となりました。 

 当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動の結果得られた資金は、４千万円となりました。主なプラス要因は、投資有価証券評価損の計上３億３

千４百万円、税金等調整前当期純利益２億６千５百万円、仕入債務の減少１億５千８百万円等であり、主なマイナ

ス要因はたな卸資産の増加５億２千３百万円及び売上債権の増加２億１千万円等であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、12億３千７百万円となりました。これは主に投資有価証券の取得８億６千７百

万円、定期預金の預入による支出２億１千５百万円、有形固定資産の取得１億４千３百万円等であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、11億６千万円となりました。これは主に長短借入金の純増額が11億６千２百万

円あったことによるものであります。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

  当社グループの利益配分に関する基本方針につきましては、当社グループの株主の皆様への利益配当を第一と考え

た上で、財務体質と経営基盤、および今後の事業展開を総合的に勘案して決定しております。 

 当期におきましては、製造原価の低減や固定費の圧縮などにより、一定の利益を確保することができましたが、前

期に大幅な損失を計上しており、内部留保の充実と財務体質の強化を優先すべく、無配とさせていただくことといた

しました。 

 次期につきましては、取引銀行の経営破綻により当社の財務状況が不透明であることから、有利子負債を圧縮し、

財務体質の強化を図っていくことが現状の最優先課題であると考え、中間配当は見送りとさせていただき、期末配当

につきましては財務状況を十分に見極めた上で改めて判断させていただくものとして、現時点では「未定」とさせて

いただきます。 

  

(4）事業等のリスク 

  当社グループの経営成績、株価、および財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクとして、以下の点を認識し

ております。当社グループは、これらリスク発生の回避および発生した場合の対応に努めてまいります。 

  

① 海外進出に潜在するリスク 

  当社グループでは、海外からの商品仕入れ、半製品仕入れ、海外への製造委託を行っております。また、販売面

についても積極的に展開しております。これらの海外市場における予期し得ない法制・規則の変更、テロ、戦争、

暴動等の社会的混乱の発生、および為替レートの変動が当社グループの経営成績、財政状態に影響を及ぼす可能性

があります。  
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② 国内外への製商品の外注先が多いこと  

 当社グループでは、ゴルフ用品に関して国内外企業からの商品仕入れ、半製品仕入れ、および国内外企業への製

造委託を行っております。また健康食品関連につきましても国内外企業からの商品仕入れを行っております。これ

らの点において個別企業の経営上の問題が当社グループの経営成績、財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

③ 製品の欠陥  

 当社グループでは、製品の生産について厳格な品質管理体制をしき万全を期しておりますが、ゴルフ用品に関し

ましては、スポーツ競技における厳しい環境下で使用される用具でありますことから、製品の欠陥に対する潜在的

なリスクを有しております。よって予測しえないリコール等が発生した場合には、当社グループの経営成績、財政

状態に影響を及ぼす可能性があります。  

  

④ 法的規制  

 当社グループで取り扱っております健康食品関連について、その商品、表示、および販売方法について様々な法

的規制があります。当社グループは健康食品関連事業の推進において法令順守を徹底しておりますが、万一これら

法的規制に抵触した場合、およびこれら法的規制が変更になり当社グループとして商品、表示および販売方法につ

いて対策を講じる必要が生じた場合、当社グループの経営成績、財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑤ ルールや規則の変更  

 当社グループで取り扱っておりますゴルフ用品につきましては、Ｒ＆Ａ （Royal  and  Ancient Golf of  St. 

Andrews） を頂点として様々なルールがあります。これらのルールに大幅な変更が加えられ当社グループとして製

商品およびその販売方法について対策を講じる必要が生じた場合、当社グループの経営成績、財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。  

  

⑥ 知的財産権  

 当社グループが経営理念の一つとして掲げております 「新素材、新技術、新生産技術を積極的に取り入れ、安

全、高品質で消費者に真に喜んでいただけるためのものづくり」を実現するためには、特許をはじめとする工業所

有権（以下「特許」とする）により保護されている新技術が多数あります。競合他社についても知的財産権獲得活

動を常に行っている企業も多く、毎年多数の「特許」が出願されております。高性能を生み出す他社技術が特許登

録され、かつ当社グループでその「特許」に抵触せずにそれと同等以上の性能を生む技術を所有しない場合、また

は、当社グループで開発を進めております新技術等について特許申請が認められず、「特許」を取得できない場

合、当社グループの経営成績、財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑦ 原材料価格の高騰  

 当社グループの製造販売する製商品については、金属や石油製品等の資源価格変動の影響をうける原材料を使用

しておりますので、これらについて不測の価格上昇が発生した場合には、当社グループの経営成績、財政状態に影

響を及ぼす可能性があります。 

  

⑧ 顧客情報の管理 

 当社グループでは、様々な顧客情報を有しており、事業戦略上もこれを活用しております。当社グループでは、

当該情報保護のためそれらの取り扱いについて十分注意しております。しかしながら、顧客の個人情報が外部に漏

洩した場合、その対応を余儀なくされるとともに、当社グループの信頼が損なわれることになり、当社グループの

経営成績、財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑨ 資金調達について 

 当社グループでは、日本振興銀行株式会社から運転資金及び設備投資資金として当連結会計年度末時点で3,129百

万円の融資を受けております。当該融資について当社は期限の利益を有しておりますが、日本振興銀行株式会社が

東京地方裁判所に対して民事再生手続きの申立てを行ったことを踏まえ、日本振興銀行株式会社から当社グループ

の借入金の返済に際しまして、資金繰りに影響を与える可能性があります。 
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  当社グループは、当社（マルマン株式会社）、連結子会社１社（合同会社西山荘Ｃ．Ｃ．マネジメント）、持分法適

用関連会社２社（株式会社マルマンコリア、株式会社マルマンゴルフコーポレーション）で構成され、「健康」をキー

ワードとして、ゴルフクラブ・キャディバッグ等のゴルフ用品の企画・開発・輸出入・製造・販売及びゴルフ場の運営

を行う「ゴルフ関連事業」と、気分転換時や禁煙や節煙時のお口のさびしさを和らげる「パイポ」および各種サプリメ

ント等健康食品の企画・開発・仕入・輸出入・販売を行う「健康食品関連事業」の２つの事業で構成しております。 

 なお、当社は平成21年10月１日、連結子会社マルマンバイオ株式会社とエムアイトレーディング株式会社を吸収合併

いたしました。 

  

（1）ゴルフ事業…………主要な製品は、ゴルフクラブ、ゴルフ用品等であります。 

当社が開発、製造、販売する他、海外については関連会社２社（㈱マルマンコリア、㈱マル

マンゴルフコーポレーション）及び海外販売代理店を通じて販売いたしております。 

またゴルフ場の運営を、子会社合同会社西山荘Ｃ．Ｃ．マネジメントが行っております。  

（2）健康食品関連事業…主な製品は、健康食品（サプリメント）、禁煙パイポ等であります。 

当社が販売する他、海外についてはについては関連会社２社及び海外販売代理店を通じて販

売いたしております。 

  

   ［事業系統図］ 

 
  

  

２．企業集団の状況
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（1）会社の経営方針   

  

 当社グループは、我々が培ってきた技術や資源を活用し、ゴルフ関連事業と健康食品関連事業を通じて「健康増

進」を側面からアシストすることを経営の基本方針としております。それを実現するために、以下の３項目を経営理

念として掲げております。 

○ 新素材、新技術、新理論をいち早く取り入れ、安全かつ高品質な商品を提供する 

○ お客様の悩みを解決し、高次元な満足を与える商品を提供する 

○ 従業員が一丸となって愛情のこもったサービスを提供する  

  

ゴルフ関連事業  

 ゴルフクラブにつきましては「飛んで、曲がらない、コントロール性が高い」というゴルファーが用具に求める３

大要素を高次元でバランス良く実現することを目指して、素材、技術、生産技術開発に注力しております。当社グル

ープが長年培った技術力を背景に、一人でも多くのゴルファーに喜んでいただけるものづくりと、数多くのアイテ

ム・スペックの中から、個々のゴルファーにとって最も適したクラブを正しく選んでいただける販売方法の実現を目

指しております。当社グループのゴルフ関連用品は、取引先であるゴルフ小売店やゴルフ場等を経由して販売されて

おりますが、当社グループが独自に運営している「フィッティングアリーナ」は、ゴルファーのクラブ選びに役立つ

と好評をいただいております。また、ゴルフ関連アクセサリーにつきましても、個々の製商品のこだわりをもったも

のづくりと、クラブからアクセサリーを統一ブランドで揃えたいというご要望にお応えするためにラインナップの拡

充に努めております。 

  

健康食品関連事業 

 当社グループでは、禁煙時や節煙時のお口のさびしさを和らげる「パイポ」をはじめとして、「健康」をキーワー

ドとした様々な健康食品を販売しております。これらにつきましても、その取扱い店舗数を増やして売上高を増加さ

せるとともに、その成分や効能について正しく理解された上でご購入いただき消費者の真の喜びにつながるような販

売方法を追求してまいります。 

  

（2）目標とする経営指標  

  

 当社グループの主要ビジネスでありますゴルフ用品につきましては、スポーツの道具として結果に直接影響を及ぼ

す製商品でありますことから、消費者の「ブランド」に対する信頼度が市場におけるシェアとして表されます。ま

た、健康食品につきましては、競合他社が非常に多く、小売店の売場の中で確固たるポジションを得ることが重要と

なっております。これらの点及び当社グループの成長をはかるための当然の手法として売上高を経営指標とし、あわ

せて経営の効率化の進捗を把握し、当社グループの収益性を図るために売上高経常利益率を経営指標として掲げてお

ります。 

  

（3）中長期的な経営戦略 

  

当社グループでは、経営の基本方針に掲げる目標を具現化するため、中長期計画を策定しております。 

① 製商品開発 

   消費者の顕在化した、また潜在的にあるニーズを幅広く、かつ奥行き深く理解し、それらニーズを製商品として 

 具現化して消費者に届けるために、素材・技術・製法開発の面に注力し、人的投資と設備投資を行ってまいりま 

  す。 

② ベストマッチする製商品を選んでいただける販売方法 

    例えば、高品質で高性能なゴルフクラブであっても、消費者のゴルフ志向やスイングに合ったものを選んでいた 

 だけなければ、その製商品が本来持っている性能を発揮することはできません。ゴルフ用品関連事業における「フ 

 ィッティングアリーナ」の展開に代表されますとおり、ベストマッチする製商品を選んでいただくための施策の考 

 案および設備投資を行ってまいります。 

③ 「一人でも多くの方々に」 

  日本国内における新たな流通開発に注力するとともに、グローバルな視点にたち、積極的に事業エリアを拡大し 

 てまいります。「一人でも多くの方々に」マルマン製商品をお届けできるよう、グローバルな視点でニーズをとら 

 えた企画・開発から販売体制の構築を進めてまいります。特に販売体制については、従来の韓国、台湾、東アジア 

 諸国、中国といったマーケットから、北米や欧州各国へと急速にその範囲を拡大しております。 

３．経営方針
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④ 「健康」に資する領域の拡大 

   現在の事業領域はゴルフ関連と健康食品関連ですが、「すべての人々が健康に生活できること」を実現するため 

 に当社グループとして貢献することが可能であろう事業領域について、継続して探求してまいります。 

  

（4）会社の対処すべき問題 

  

当社グループの対処すべき課題は以下のとおりです。 

  

① 財務体質の強化 

 当社グループでは、設備投資等の資金を借入によって行った結果、有利子負債が増加いたしております。また、

借入は日本振興銀行からの融資に集中しており、有利子負債の圧縮と調達先の拡大が課題となっております。 

 当社グループでは、財務基盤の強化を図るため、コスト削減を一層進め、有利子負債の削減を図る一方、取引銀

行の拡大により安定した資金確保を行うよう努めてまいります。 

② ゴルフ関連事業 

  ゴルフ用品市場は、消費の低迷と、製商品ライフサイクルの短縮化により、流通在庫の過剰化という現象が見ら

れます。ライフサイクルの短縮化は、陳腐化リスクを織り込むことによる売上原価の上昇、および処分販売による

粗利率の低下となり、また流通在庫の増加はそのまま返品リスクの増加となり、収益性を圧迫いたします。 

  当社グループといたしましては、長期間にわたり競争力を持続する製商品企画に努めるとともに、競合他社製商 

 品との競争力と収益性のバランスをとったライフサイクルの実現を図ってまいります。さらに、当社グループから 

 小売店に販売することにとどまらず、小売店から消費者に販売されることが安定的・継続的な成長につながるもの 

 ととらえ、積極的に取引先の販売支援活動を行って市場の活性化を図り、適正な流通在庫の維持に努めてまいりま 

 す。 

③ 健康食品関連事業 

     競合他社の非常に多い事業領域であり、取引先である大手スーパーやドラッグストアにおける当社グループ商 

 品の取扱い面積の拡大が重要課題となっておりますことから、販売と販売支援体制のより一層の充実を図ってまい 

 ります。また、既存の流通に加えて、インターネット上のＷＥＢショップによる取扱いも増加している関係から、 

 この点に関しますサポート体制の構築につきましても急務の課題となっております。 

 一方、消費者の「健康」に対する関心は高水準で推移しており、需要予測の読み違いによる在庫リスクを抱える

可能性があります。 

  当社グループといたしましては、これらの点からも、販売体制の充実と両輪をなすものとして、当社グループ取 

 扱い商品の情報を消費者に正しく伝えるための効果的手段を考案し、継続的に実施することが重要であると考えて 

 おります。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成22年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 756,169 ※2  897,664

受取手形及び売掛金 ※2  1,728,586 ※2  1,956,462

商品及び製品 671,648 912,695

仕掛品 67,540 ※2  59,509

原材料及び貯蔵品 848,412 ※2  1,138,469

繰延税金資産 73,377 381,676

未収入金 131,267 －

その他 243,951 335,524

貸倒引当金 △120,015 △100,946

流動資産合計 4,400,938 5,581,055

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 295,162 366,412

減価償却累計額 △63,602 △88,546

建物及び構築物（純額） ※2  231,559 ※2  277,865

機械装置及び運搬具 29,535 45,212

減価償却累計額 △14,391 △25,362

機械装置及び運搬具（純額） 15,144 19,849

工具、器具及び備品 504,995 542,163

減価償却累計額 △448,905 △487,215

工具、器具及び備品（純額） 56,090 54,947

土地 ※2  764,786 ※2  764,786

リース資産 19,196 19,196

減価償却累計額 △319 △4,159

リース資産（純額） 18,876 15,037

有形固定資産合計 1,086,457 1,132,486

無形固定資産   

ソフトウエア 11,607 14,049

その他 11,587 12,044

無形固定資産合計 23,194 26,094

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  239,417 ※1, ※2  799,838

繰延税金資産 243 152,903

その他 164,410 154,563

貸倒引当金 △77,387 △63,805

投資その他の資産合計 326,683 1,043,500

固定資産合計 1,436,335 2,202,081

資産合計 5,837,274 7,783,137
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成22年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 818,043 981,830

短期借入金 ※2  620,000 ※2  2,142,620

未払金 120,035 －

リース債務 4,031 4,031

未払法人税等 21,288 20,138

賞与引当金 － 34,843

返品調整引当金 67,061 67,047

その他 217,356 274,681

流動負債合計 1,867,816 3,525,192

固定負債   

長期借入金 ※2  1,750,000 ※2  1,389,840

製品保証引当金 34,919 33,486

リース債務 15,789 11,757

その他 174,497 140,199

固定負債合計 1,975,205 1,575,284

負債合計 3,843,022 5,100,476

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,046,500 1,046,500

資本剰余金 612,137 612,137

利益剰余金 565,074 1,286,166

自己株式 △105 △105

株主資本合計 2,223,606 2,944,698

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 17,371 16,384

繰延ヘッジ損益 △111,585 △126,225

為替換算調整勘定 △135,140 △152,197

評価・換算差額等合計 △229,354 △262,038

純資産合計 1,994,251 2,682,660

負債純資産合計 5,837,274 7,783,137
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（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 6,038,036 7,372,658

売上原価 ※1, ※2  3,778,932 ※1, ※2  4,235,202

売上総利益 2,259,103 3,137,456

返品調整引当金戻入額 184,153 67,061

返品調整引当金繰入額 157,926 67,047

差引売上総利益 2,285,330 3,137,471

販売費及び一般管理費   

販売促進費 257,593 374,761

運賃及び荷造費 210,636 226,605

運搬費 18,746 14,490

広告宣伝費 131,834 173,881

旅費及び交通費 99,155 93,727

貸倒引当金繰入額 59,853 8,233

製品保証引当金繰入額 25,746 15,194

賞与引当金繰入額 － 30,364

給料及び手当 761,665 716,725

福利厚生費 112,197 115,766

通信費 42,125 34,538

減価償却費 25,102 51,332

地代家賃 181,797 139,881

電算機費 51,954 44,535

支払手数料 87,768 72,269

業務委託費 151,797 143,089

その他 ※2  253,505 ※2  277,681

販売費及び一般管理費合計 2,471,481 2,533,079

営業利益又は営業損失（△） △186,151 604,391

営業外収益   

受取利息 10,229 77,507

業務受託料 8,600 21,966

負ののれん償却額 8,989 35,957

持分法による投資利益 － 87,666

その他 12,385 10,697

営業外収益合計 40,203 233,794
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業外費用   

支払利息 84,213 173,609

売上割引 2,527 －

為替差損 147,496 37,935

持分法による投資損失 10,276 －

支払手数料 － 28,683

その他 15,247 7,280

営業外費用合計 259,761 247,508

経常利益又は経常損失（△） △405,709 590,677

特別利益   

貸倒引当金戻入額 15,869 11,250

債権債務精算益 13,229 －

特別利益合計 29,098 11,250

特別損失   

固定資産除却損 ※3  5,296 ※3  1,456

関係会社株式評価損 26,999 －

関係会社株式売却損 100,817 －

投資有価証券評価損 － 334,999

賃貸借契約解約損 7,753 －

本社移転費用 77,203 －

その他 27,035 －

特別損失合計 245,105 336,456

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△621,716 265,471

法人税、住民税及び事業税 19,064 10,732

法人税等還付税額 － △5,395

法人税等調整額 206,544 △460,958

法人税等合計 225,609 △455,621

当期純利益又は当期純損失（△） △847,325 721,092
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,046,500 1,046,500

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,046,500 1,046,500

資本剰余金   

前期末残高 612,137 612,137

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 612,137 612,137

利益剰余金   

前期末残高 1,465,524 565,074

当期変動額   

剰余金の配当 △53,124 －

当期純利益又は当期純損失（△） △847,325 721,092

当期変動額合計 △900,449 721,092

当期末残高 565,074 1,286,166

自己株式   

前期末残高 △105 △105

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △105 △105

株主資本合計   

前期末残高 3,124,056 2,223,606

当期変動額   

剰余金の配当 △53,124 －

当期純利益又は当期純損失（△） △847,325 721,092

当期変動額合計 △900,449 721,092

当期末残高 2,223,606 2,944,698
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 － 17,371

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 17,371 △986

当期変動額合計 17,371 △986

当期末残高 17,371 16,384

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △10,053 △111,585

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △101,531 △14,639

当期変動額合計 △101,531 △14,639

当期末残高 △111,585 △126,225

為替換算調整勘定   

前期末残高 △47,462 △135,140

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △87,678 △17,057

当期変動額合計 △87,678 △17,057

当期末残高 △135,140 △152,197

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △57,516 △229,354

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △171,838 △32,683

当期変動額合計 △171,838 △32,683

当期末残高 △229,354 △262,038

純資産合計   

前期末残高 3,066,540 1,994,251

当期変動額   

剰余金の配当 △53,124 －

当期純利益又は当期純損失（△） △847,325 721,092

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △171,838 △32,683

当期変動額合計 △1,072,288 688,408

当期末残高 1,994,251 2,682,660
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△621,716 265,471

減価償却費 81,506 99,928

貸倒引当金の増減額（△は減少） 19,790 △32,651

賞与引当金の増減額（△は減少） － 34,843

製品保証引当金の増減額（△は減少） 5,257 △1,432

受取利息及び受取配当金 △10,287 △77,507

支払利息 84,213 173,609

のれん償却額 △9,250 △35,957

為替差損益（△は益） 94,634 31,788

持分法による投資損益（△は益） 10,276 △87,666

有形固定資産除却損 5,296 1,456

返品調整引当金の増減額（△は減少） △26,226 △14

賃貸借契約解約損 7,753 －

売上債権の増減額（△は増加） 429,541 △210,794

たな卸資産の増減額（△は増加） 550,305 △523,072

未収入金の増減額（△は増加） 127,616 57,513

仕入債務の増減額（△は減少） △203,826 158,421

投資有価証券評価損益（△は益） － 334,999

関係会社株式売却損益（△は益） 100,817 －

関係会社株式評価損 26,999 －

移転費用 77,203 －

未払金の増減額（△は減少） △18,835 17,483

未払消費税等の増減額（△は減少） △30,948 △25,305

その他 △7,656 △31,256

小計 692,463 149,857

利息及び配当金の受取額 4,766 68,614

利息の支払額 △80,331 △165,611

法人税等の支払額 △78,404 △12,395

営業活動によるキャッシュ・フロー 538,493 40,465
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △111,065 △143,474

無形固定資産の取得による支出 △17,627 △8,880

投資有価証券の取得による支出 △52,077 △867,657

定期預金の預入による支出 － △215,000

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△2,337 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
収入

39,351 －

貸付けによる支出 △170,000 △1,006,000

貸付金の回収による収入 1,480 1,000,280

債権買取による支出 △800,000 －

差入保証金の差入による支出 △2,332 △5,275

差入保証金の回収による収入 － 8,017

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,114,607 △1,237,990

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 273,901 1,300,000

長期借入れによる収入 1,000,000 －

長期借入金の返済による支出 △610,000 △137,540

配当金の支払額 △52,533 △1,650

財務活動によるキャッシュ・フロー 611,367 1,160,809

現金及び現金同等物に係る換算差額 △94,634 △31,788

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △59,381 △68,504

現金及び現金同等物の期首残高 815,550 ※  756,169

現金及び現金同等物の期末残高 ※  756,169 ※  687,664
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 該当事項はありません。 

  

   

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数 ３社 

連結子会社の名称 

・マルマンバイオ株式会社 

・エムアイトレーディング株式会社 

・合同会社西山荘Ｃ．Ｃ．マネジメント 

  

（新規） 

 新たに出資持分を取得したもの 

・合同会社西山荘Ｃ．Ｃ．マネジメント 

 当社は、平成21年５月29日、合同会

社西山荘Ｃ．Ｃ．マネジメントの出資

持分を取得しました。これにより平成

21年７月１日以降の経営成績について

連結の対象といたしております。 

  

（除外） 

 当社との合併によるもの  

・マルマンゴルフ株式会社 

 株式譲渡によるもの 

・株式会社Ｔ・ＺＯＮＥコールセンター 

 当社は、平成21年１月22日付けで当

社の保有する株式会社Ｔ・ＺＯＮＥコ

ールセンターの株式を全て譲渡したた

め、同社は平成21年１月末より連結の

範囲から除外しております。 

(1)連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

・合同会社西山荘Ｃ．Ｃ．マネジメント 

  

 前連結会計年度において連結子会社で

ありましたマルマンバイオ株式会社とエ

ムアイトレーディング株式会社の２社

は、平成21年10月１日付けで当社と合併

して解散したため、連結の範囲から除い

ております。  

  

  

  (2) 非連結子会社の名称等 

株式会社メディカルマザー 

株式会社アルマジロ 

(連結の範囲から除いた理由) 

 非連結子会社はいずれも小規模であ

り合計の総資産、売上高、当期純損益

(持分に見合う額)及び利益剰余金（持

分に見合う額)等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

(2)      同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1)持分法適用関連会社２社 

 持分法関連会社の名称 

・株式会社マルマンコリア 

・株式会社マルマンゴルフコーポレーシ

ョン 

（新規） 

 新たに出資し、持分法適用関連会社と

なったもの 

・株式会社マルマンゴルフコーポレーシ

ョン 

  当社は、平成20年10月１日付けで総

発行済み株式の49％を取得しておりま

す。  

(1)持分法適用関連会社２社 

 持分法関連会社の名称 

・株式会社マルマンコリア 

・株式会社マルマンゴルフコーポレーシ

ョン 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

  (2) 持分法を適用しない非連結子会社(株

式会社メディカルマザー、株式会社

アルマジロ)は、当期純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余金(持分に見

合う額)等からみて持分法の対象から

除いても連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

(2)      同左 

  (3) 持分法適用関連会社の決算日は、12

月31日であり、連結財務諸表の作成

に当たっては６月30日現在において

正規の決算に準ずる手続により作成

した財務諸表を使用しております。 

(3)      同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の期末日は、以下を除き連

結決算日と一致しております。 

12月31日…合同会社西山荘Ｃ．Ｃ．マ

ネジメント 

 連結財務諸表の作成に当たって上記会

社については、連結決算日現在で実施し

た仮決算に基づく財務諸表を使用してお

ります。 

 連結子会社の合同会社西山荘Ｃ．Ｃ．

マネジメントの決算日は、当事業年度よ

り連結決算日の９月30日に変更いたして

おります。 

  

４．会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券  

イ．その他有価証券 

時価のないもの 

 総平均法による原価法を採用して

おります。 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券  

イ．その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

  ロ．子会社株式 

 総平均法による原価法を採用して

おります。 

ロ．子会社株式 

同左  

  ② デリバティブ 

 時価法を採用しております。 

② デリバティブ 

同左 

  ③ たな卸資産 

イ．商品、製品、原材料、仕掛品 

 総平均法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。 

③ たな卸資産 

イ．商品、製品、原材料、仕掛品 

同左 

  ロ．貯蔵品 

  最終仕入原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）を採用

しております。 

ロ．貯蔵品 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

但し、平成10年４月１日以降取得し

た建物（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法によっております。 

なお、主要な耐用年数は以下の通り

であります。 

建物及び構築物   3～38年 

機械装置及び運搬具 3～15年 

工具器具及び備品  2～12年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  ② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。なお、

自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。 

② 無形固定資産 

同左 

  ③ リース資産  

 リース期間を耐用年数とし、残存

価値を零とする定額法を採用してお

ります。  

③ リース資産  

同左  

  (3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、また、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 製品保証引当金 

 製品の無償補修に対する費用の支出

に充てるため、過去の実績率を基礎と

して発生見込額を計上しております。 

② 製品保証引当金 

同左 

  ③ 返品調整引当金 

 将来予想される売上返品に備えるた

め、過去の返品実績率に基づく返品損

失見込額を計上しております。 

③ 返品調整引当金 

同左 

  ― ④ 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額の当連結会

計年度負担額を計上しております。  

  (4) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。 

(4) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象  

ヘッジ手段・・・通貨スワップ 

② ヘッジ手段とヘッジ対象  

ヘッジ手段・・・通貨スワップ 

  ヘッジ対象・・・原材料輸入による

外貨建買入債務 

ヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

 当社の内規である「市場リスク管理

規定」に基づき、為替リスクをヘッジ

しております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  

  

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の

相場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計とを比較し、両者の変動額等を

基礎にして判断しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (6) その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

(6) その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 全面時価評価法によっております。 同左 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項  

のれんの償却については、５年～20年の

定額法により償却を行っております。  

のれんの償却については、５年の定額法

により償却を行っております。 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金等価物）は手許現

金、随時引出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から

３か月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。 

同左 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

  
項目  

  

前連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

1.棚卸資産の評価に関する会

計基準 

 棚卸資産については、従来、主として

総平均法による原価法によっておりまし

たが、当連結会計年度より、「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会計基

準第９号平成18年７月５日）が適用され

たことに伴い、主として総平均法による

原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）に

より算定しております。 

 この変更による損益への影響はありま

せん。 

────── 
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項目  

  

前連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

2.リース取引に関する会計基

準 

 当連結会計年度より「リース取引に関

する会計基準」（企業会計基準第13号

（平成５年６月17日（企業会計審議会第

一部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成６年１月18日（日本公認会計士協

会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については通常の

売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。なお、当該リース資産

の減価償却の方法については、リース期

間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度

前の所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理を引き続き採用

しております。 

 この変更による損益への影響は軽微で 

あります。 

────── 

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

（連結貸借対照表） 

  財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

20年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴

い、前連結会計年度において、「たな卸資産」として

掲記されていたものは、当連結会計年度から「商品及

び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記

しております。なお、前連結会計年度の「たな卸資

産」に含まれる「商品及び製品」「仕掛品」「原材料

及び貯蔵品」は、それぞれ1,111,066千円、38,318千

円、988,522千円であります。  

  

（連結貸借対照表） 

１．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「未収

入金」（当連結会計年度は68,233千円）は、総資産の

100分の１以下となったため、流動資産の「その他」

に含めて表示することにしました。 

２．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「未払

金」（当連結会計年度は119,919千円）は、負債及び

純資産の合計額の100分の５以下となったため、流動

負債の「その他」に含めて表示することにしました。

  

（連結損益計算書） 

────── 

（連結損益計算書） 

１．前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含め

て表示しておりました「支払手数料」は、営業外費用

の100分の10を超えたため、区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度における「支払手数料」の金

額は12,143千円であります。  

２．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「売上

割引」（当連結会計年度は1,499千円）は、営業外費

用の100分の10以下となったため、営業外費用の「そ

の他」に含めて表示することにしました。 
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追加情報

前連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

────── （賞与引当金） 

 当連結会計年度において、給与規定の変更を取締役会

決議したことに伴い、賞与支給方針が明確になったた

め、賞与引当金を計上しております。これにより、当連

結会計年度において販売費及び一般管理費は30,364千円

増加しております。この結果、営業利益、経常利益、税

金等調整前当期純利益はそれぞれ30,364千円減少してお

ります。 

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（平成22年９月30日） 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

  投資有価証券（株式） 238,721千円   投資有価証券（株式） 266,642千円 

  

※２．担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次の通りであります。 

   

   担保対象の債務は次の通りであります。 

  

────── 

  売掛金 1,030,927千円

  建物及び構築物 214,580千円 

  土地 764,786千円 

  合計 2,010,293千円 

   

   

   

   

  短期借入金 500,000千円

  長期借入金 1,000,000千円 

  合計 1,500,000千円 

  

※２．担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次の通りであります。 

  

   担保対象の債務は次の通りであります。 

  

３．受取手形の割引残高は、133,203千円であります。  

  預金 千円200,000

  売掛金 千円1,709,224

  仕掛品 千円 59,509

  原材料 千円 1,103,486

  建物及び構築物 千円 254,289

  土地 千円 764,786

  投資有価証券 千円 500,000

  合計 千円 4,591,296

  短期借入金 千円1,800,000

  長期借入金 千円 1,200,000

  合計 千円 3,000,000

－ 22 －

マルマン株式会社（7834）平成22年９月期決算短信



  

前連結会計年度（自平成20年10月１日 至平成21年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

   該当事項はありません。  

  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１.たな卸資産評価損 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下

による簿価切下額 

※１.たな卸資産評価損 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下

による簿価切下額 

売上原価 108,190千円 売上原価 千円114,590

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

53,180千円 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

千円 55,740

※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  建物付属設備 千円 2,407

  工具器具備品 千円 2,889

   計 千円 5,296

  建物付属設備 千円 510

  工具器具備品 千円 946

   計 千円 1,456

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  10,625,000  －  －  10,625,000

合計  10,625,000  －  －  10,625,000

自己株式         

普通株式  100  －  －  100

合計  100  －  －  100

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年11月11日 

取締役会 
普通株式  53,124  5 平成20年９月30日 平成20年12月26日 
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当連結会計年度（自平成21年10月１日 至平成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．配当に関する事項 

  該当事項はありません。  

  

  

 リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストックオプション等、賃貸等不動産、関連当

事者との取引、企業結合に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるた

め開示を省略します。 

  

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  10,625,000  －  －  10,625,000

合計  10,625,000  －  －  10,625,000

自己株式         

普通株式  100  －  －  100

合計  100  －  －  100

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成21年９月30日現在）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成22年９月30日現在）

  

現金及び預金勘定 千円756,169

現金及び現金同等物 千円756,169

現金及び預金勘定 千円897,664

預入期間が３か月を超える定期預金 千円△210,000

現金及び現金同等物 千円687,664

（開示の省略）
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産（流動）     （平成21年９月30日現在） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産（流動）     （平成22年９月30日現在） 

税務上の繰越欠損金 千円53,918

返品調整引当金否認額  千円27,554

貸倒引当金繰入限度超過額 千円38,313

たな卸資産評価損 千円12,448

繰越外国税額控除 千円10,619

未払事業税否認額 千円2,687

繰延ヘッジ損益に係る繰延税金 千円45,515

連結会社間内部利益消去 千円9,795

その他  千円3,315

 小計 千円204,169

評価性引当額 千円△130,792

繰延税金資産（流動）合計 千円73,377

税務上の繰越欠損金 千円251,758

返品調整引当金否認額  千円27,348

貸倒引当金繰入限度超過額 千円10,582

たな卸資産評価損 千円13,459

繰越外国税額控除 千円38,790

未払事業税否認額 千円3,277

繰延ヘッジ損益に係る繰延税金 千円51,711

関連会社未実現利益  千円15,608

その他  千円20,850

 小計 千円433,387

評価性引当額 千円△51,711

繰延税金資産（流動）合計 千円381,676

繰延税金資産（固定） 繰延税金資産（固定） 

税務上の繰越欠損金 千円398,830

製品保証引当金否認額 千円14,243

貸倒引当金繰入限度超過額  千円2,528

関係会社株式評価損否認  千円11,101

その他 千円3,228

 小計 千円429,931

評価性引当額 千円△429,688

繰延税金資産（固定）合計 千円243

繰延税金資産合計 千円73,621

税務上の繰越欠損金 千円120,837

製品保証引当金否認額 千円13,659

貸倒引当金繰入限度超過額  千円24,573

子会社株式評価損  千円11,013

その他 千円1,733

 小計 千円171,815

評価性引当額 千円△18,912

繰延税金資産（固定）合計 千円152,903

繰延税金資産合計 千円534,579

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

   

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

               (平成22年９月30日現在) 

税金等調整前当期純損失を計上しているため記載してお

りません。  
  

                       (％) 

法定実効税率                40.79 

評価性引当額の増減            △189.41 

合併引継税務上欠損金           △19.70 

外国税額に係る税金資産                    △10.61 

持分法投資損益              △13.47 

合併引継繰延税金資産            24.52

その他                         △3.74

税効果会計適用後の法人税等の負担率    △171.62
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前連結会計年度（自平成20年10月１日 至平成21年９月30日） 

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品及び事業内容 

(1) ゴルフ関連事業・・・・・ゴルフクラブ、キャディバッグその他ゴルフ用アクセサリの製造、販売及び

ゴルフ場の運営事業 

(2) 健康食品関連事業・・・・各種サプリメント等の健康食品、禁煙パイポ等の販売事業 

(3) コールセンター事業・・賃貸保証、保険募集等のコールセンター事業の請負 

３．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

   

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
ゴルフ関連事

業 
（千円） 

健康食品関連
事業 

（千円） 

コールセンタ
ー事業  
（千円） 

計（千円）
消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益                                    

売上高                                    

(1）外部顧客に対する売

上高 
 4,251,547  1,342,004  444,484  6,038,036  －  6,038,036

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  13,270  －  13,270  (13,270)  －

計  4,251,547  1,355,274  444,484  6,051,305  (13,270)  6,038,036

営業費用  4,649,489  1,268,527  380,335  6,298,352  (74,164)  6,224,188

営業利益又は営業損失  △397,941  86,748  64,148  △247,045  60,893  △186,151

Ⅱ．資産、減価償却費及び

資本的支出 
                                   

資産  5,298,241  587,775  －  5,866,015  (48,741)  5,837,274

減価償却費  67,390  316  13,635  81,342  －  81,342

資本的支出  50,680  1,900  86,573  139,154  －  139,154
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当連結会計年度（自平成21年10月１日 至平成22年９月30日） 

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品及び事業内容 

(1) ゴルフ関連事業・・・・・ゴルフクラブ、キャディバッグその他ゴルフ用アクセサリの製造、販売及び

ゴルフ場の運営事業 

(2) 健康食品関連事業・・・・各種サプリメント等の健康食品、禁煙パイポ等の販売事業 

(3) コールセンター事業・・賃貸保証、保険募集等のコールセンター事業の請負 

３．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

４．従来事業区分に含めていたコールセンター事業につきましては、平成21年１月、同事業を営む株式会社Ｔ・

ＺＯＮＥコールセンターの株式を売却して連結の範囲から除外したことにより、当連結会計年度より事業区

分から除いております。 

   

前連結会計年度（自平成20年10月１日 至平成21年９月30日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に 

占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成21年10月１日 至平成22年９月30日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に 

占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  
ゴルフ関連事

業 
（千円） 

健康食品関連
事業 

（千円） 

コールセンタ
ー事業  
（千円） 

計（千円）
消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益                                    

売上高                                    

(1）外部顧客に対する売

上高 
 5,731,584  1,641,074  －  7,372,658  －  7,372,658

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  －  －  －

計  5,731,584  1,641,074  －  7,372,658  －  7,372,658

営業費用  5,206,793  1,561,474  －  6,768,267  －  6,768,267

営業利益又は営業損失  524,791  79,599  －  604,391  －  604,391

Ⅱ．資産、減価償却費及び

資本的支出 
                                   

資産  7,238,445  544,691  －  7,783,137  －  7,783,137

減価償却費  99,025  903  －  99,928  －  99,928

資本的支出  149,678  4,323  －  154,002  －  154,002

ｂ．所在地別セグメント情報

－ 27 －

マルマン株式会社（7834）平成22年９月期決算短信



前連結会計年度（自平成20年10月１日 至平成21年９月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア諸国・・・台湾、韓国、シンガポール、中国、ミャンマー 

(2）北南米・・・・・米国、ブラジル 

(3）ヨーロッパ・・・イギリス、フランス、ロシア、イスラエル、スイス 

３．海外売上高は、当社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当連結会計年度（自平成21年10月１日 至平成22年９月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア諸国・・・台湾、韓国、シンガポール、中国、ミャンマー 

(2）北南米・・・・・米国、ブラジル 

(3）ヨーロッパ・・・イギリス、フランス、ロシア、イスラエル、スイス 

３．海外売上高は、当社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

   

（注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

ｃ．海外売上高

  アジア諸国 北南米 ヨーロッパ 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  1,369,116  53,401  76,863  1,499,381

Ⅱ 連結売上高（千円）                    6,038,036

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
 22.6  0.8  1.2  24.8

  アジア諸国 北南米 ヨーロッパ 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  2,265,142  135,756  92,382  2,493,280

Ⅱ 連結売上高（千円）                    7,372,658

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
 30.7  1.8  1.3  33.8

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり純資産額 円   銭 187 69

１株当たり当期純損失金額

（△） 
円   銭 △79 75

１株当たり純資産額 円   銭 252 48

１株当たり当期純利益金額 円   銭 67 86

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左 

  

  
前連結会計年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当期純利益（△損失）（千円）  △847,325  721,092

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（△損失） 

（千円） 
 △847,325  721,092

期中平均株式数（株）  10,624,900  10,624,900
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前連結会計年度（自平成20年10月１日 至平成21年９月30日） 

  

連結子会社の吸収合併 

当社は、平成21年６月10日開催の取締役会において、当社の100％子会社であるマルマンバイオ株式会社及びエ

ムアイトレーディング株式会社を吸収合併する合併契約の承認を決議し、平成21年10月１日、三社は合併いたし

ました。 

  

  

（重要な後発事象）

(1) 吸収合併の目的 当社グループは、これまで分社化により独立した経営で積極的な事業展開を図っ

てまいりましたが、昨年の金融危機以降世界的な消費不振の影響等を受け業績が

悪化した為、今後の市場環境を考慮して従来の拡大戦略を見直し、集中と効率化

に重点を置く組織運営に改めることとして、まず本年４月に連結子会社のマルマ

ンゴルフ株式会社を吸収合併し、併せて支店組織の統廃合を実施いたしました。 

今回の当社によるマルマンバイオ株式会社とエムアイトレーディング株式会社の

の吸収合併は、これまでの施策を更に推し進め、経営資源の集中により重複する

間接業務を解消して間接コストを削減し、経営の効率化により一層の経営力強化

を図ることを目的とするものであります。 

(2) 吸収合併の要旨 ①合併の日程 

合併契約取締役会   平成21年６月10日 

合併契約書の締結   平成21年６月10日 

合併承認株主総会 

（合併会社）     マルマン株式会社 

会社法７９６条第３項の規定に基づき、合併契約書承

認株主総会は開催いたしません 

（被合併会社）    マルマンバイオ株式会社     平成21年６月10日 

エムアイトレーディング株式会社 平成21年６月10日 

合併期日(効力発生日) 平成21年10月１日 

合併登記       平成21年10月１日 

②合併方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、マルマンバイオ株式会社及びエムアイト

レーディング株式会社は解散いたしました。 

③合併比率 

マルマンバイオ株式会社及びエムアイトレーディング株式会社は、当社100％子会

社であることから、合併比率の算定は行っておりません。 

④発行する新株式数等、および増加すべき資本等 

当社はマルマンバイオ株式会社及びエムアイトレーディング株式会社の全株式を

保有していることから、本合併において新株式の発行および資本の増加はありま

せん。 

⑤相手会社の概要(平成21年９月30日現在) 

   

   マルマンバイオ㈱ 
 エムアイトレーデ 

 ィング㈱ 

ⅰ.主な事業内容  
健康食品・パイポの

開発・製造・販売 

ゴルフ用品・パイポ

等の輸出  

ⅱ.決算内容等  売上高 1,355,274千円  1,500,163千円 

  
 当期純利益又は 

 当期純損失（△）
41,175千円 △39,421千円

   資産 587,775千円 751,104千円

   負債 339,725千円 473,396千円

   資本金 10,000千円 10,000千円

   従業員数 29名 ９名

－ 29 －

マルマン株式会社（7834）平成22年９月期決算短信



（多額な資金の借入） 

 当社は、連結決算日以後に以下の資金の借入を実行しております。 

  

 （1）借入金額  1,000,000千円 

 （2）借入日   平成21年10月20日 

 （3）使途    海外（中国）での販売網拡大を目的とした投資  

 （4）借入先   日本振興銀行株式会社 

 （5）借入条件  金利5.0％ 

 （6）返済方法  最終期限に一括返済 

 （7）返済期限  平成22年９月30日 

 （8）担保提供  商品、製品、原材料 

 なお、当該資金10億円については、中国での販売網構築の協力を目的に、ＮＩＳグループ株式会社へ平成21年10

月21日から平成22年９月までの間、事業活動準備金として貸付を行っております。 

  

当連結会計年度（自平成21年10月１日 至平成22年９月30日） 

     

該当事項はありません。  
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年９月30日) 

当事業年度 
(平成22年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 384,106 ※2  886,866

受取手形 155,905 166,664

売掛金 ※1, ※2  1,030,927 ※2  1,709,224

商品及び製品 532,636 912,695

仕掛品 67,540 ※2  59,509

原材料及び貯蔵品 847,556 ※2  1,138,469

前払費用 30,624 49,141

繰延税金資産 － 366,067

短期貸付金 217,000 176,000

未収入金 102,493 －

その他 26,372 103,312

貸倒引当金 △40,670 △29,223

流動資産合計 3,354,492 5,538,727

固定資産   

有形固定資産   

建物 26,447 37,353

減価償却累計額 △9,468 △13,777

建物（純額） 16,979 23,575

機械及び装置 27,545 29,445

減価償却累計額 △14,142 △16,437

機械及び装置（純額） 13,403 13,008

車両運搬具 1,990 4,642

減価償却累計額 △248 △2,167

車両運搬具（純額） 1,741 2,475

工具、器具及び備品 458,620 488,014

減価償却累計額 △412,794 △447,397

工具、器具及び備品（純額） 45,825 40,617

リース資産 19,196 19,196

減価償却累計額 △319 △4,159

リース資産（純額） 18,876 15,037

有形固定資産合計 96,826 94,714

無形固定資産   

商標権 208 66

ソフトウエア 4,908 12,339

電話加入権 9,388 9,388

無形固定資産合計 14,506 21,795
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年９月30日) 

当事業年度 
(平成22年９月30日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 696 ※2  533,196

関係会社株式 390,050 116,486

関係会社出資金 3,000 3,000

長期貸付金 ※1  803,022 ※1  748,102

破産更生債権等 76,908 63,703

長期前払費用 38,868 31,634

繰延税金資産 － 152,903

差入保証金 30,402 28,473

その他 9,135 14,775

貸倒引当金 △76,908 △66,281

投資その他の資産合計 1,275,174 1,625,995

固定資産合計 1,386,507 1,742,504

資産合計 4,741,000 7,281,231

負債の部   

流動負債   

支払手形 297,495 395,619

買掛金 291,087 586,210

短期借入金 ※1, ※2  500,000 ※2  1,970,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1  120,000 172,620

リース債務 4,031 4,031

未払金 77,409 113,797

未払費用 31,798 20,648

未払法人税等 7,957 20,121

賞与引当金 － 34,843

返品調整引当金 51,180 67,047

通貨オプション 111,585 126,225

預り金 4,390 5,634

その他 94 488

流動負債合計 1,497,032 3,517,287

固定負債   

長期借入金 202,690 1,389,840

関係会社長期借入金 ※1  1,547,310 －

製品保証引当金 34,919 33,486

リース債務 15,789 11,757

その他 3,700 4,350

固定負債合計 1,804,408 1,439,434

負債合計 3,301,440 4,956,722
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年９月30日) 

当事業年度 
(平成22年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,046,500 1,046,500

資本剰余金   

資本準備金 612,137 612,137

資本剰余金合計 612,137 612,137

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △107,386 792,202

利益剰余金合計 △107,386 792,202

自己株式 △105 △105

株主資本合計 1,551,145 2,450,734

評価・換算差額等   

繰延ヘッジ損益 △111,585 △126,225

評価・換算差額等合計 △111,585 △126,225

純資産合計 1,439,559 2,324,509

負債純資産合計 4,741,000 7,281,231
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高   

製品売上高 2,888,575 4,953,654

商品売上高 339,682 2,238,822

売上高合計 ※4  3,228,258 ※4  7,192,476

売上原価   

製品売上原価   

製品期首たな卸高 ※3  434,392 ※3  415,296

当期製品製造原価 1,961,154 3,009,269

合併による製品受入高 83,356 －

合計 2,478,902 3,424,566

製品他勘定振替高 ※1  26,811 ※1  98,075

製品期末たな卸高 ※2  415,296 ※2  664,140

製品売上原価 2,036,794 2,662,350

商品売上原価   

商品期首たな卸高 159,083 117,340

当期商品仕入高 213,476 1,620,497

合併による商品受入高 10,134 －

合計 382,693 1,737,837

商品期末たな卸高 ※2  117,340 ※2  248,554

商品売上原価 265,353 1,489,282

売上原価合計 2,302,148 4,151,633

製品売上総利益 851,781 2,291,303

商品売上総利益 74,329 749,539

売上総利益 926,110 3,040,843

返品調整引当金戻入額 40,042 67,061

返品調整引当金繰入額 51,180 67,047

差引売上総利益 914,972 3,040,857

販売費及び一般管理費   

販売促進費 88,648 370,692

運賃及び荷造費 76,273 226,605

運搬費 7,164 14,465

広告宣伝費 50,229 170,940

旅費及び交通費 39,480 92,955

貸倒引当金繰入額 41,192 7,921

製品保証引当金繰入額 25,746 15,194

賞与引当金繰入額 － 30,364

給料及び手当 389,985 709,188

福利厚生費 60,251 113,908

通信費 32,783 33,463

減価償却費 25,071 28,000

地代家賃 131,765 138,864
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

電算機費 51,085 44,535

支払手数料 65,074 69,865

業務委託費 108,521 134,089

その他 ※3  173,127 ※3  250,715

販売費及び一般管理費合計 1,366,401 2,451,771

営業利益又は営業損失（△） △451,429 589,086

営業外収益   

受取利息 ※4  54,130 ※4  131,391

受取配当金 ※4  100,058 ※4  22,782

業務受託料 ※4  62,100 21,966

その他 17,132 8,580

営業外収益合計 233,420 184,721

営業外費用   

支払利息 ※4  83,784 173,591

売上割引 590 1,499

為替差損 15,957 37,935

手形売却損 － 4,574

支払手数料 12,143 28,683

その他 305 983

営業外費用合計 112,779 247,268

経常利益又は経常損失（△） △330,788 526,539

特別利益   

貸倒引当金戻入額 9,935 14,101

債権債務精算益 13,229 －

抱合せ株式消滅差益 － 252,194

特別利益合計 23,164 266,295

特別損失   

固定資産除却損 ※5  2,586 ※5  1,456

投資有価証券評価損 － 334,999

抱合せ株式消滅差損 518,240 －

関係会社株式評価損 19,999 －

賃貸借契約解約損 7,753 －

本社移転費用 77,203 －

その他 27,035 －

特別損失合計 652,818 336,456

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △960,442 456,378

法人税、住民税及び事業税 3,196 10,679

法人税等調整額 47,742 △453,889

法人税等合計 50,938 △443,210

当期純利益又は当期純損失（△） △1,011,380 899,589
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製造原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費    1,612,334  80.2  2,458,948  81.5

Ⅱ 労務費    68,384  3.4  75,644  2.5

Ⅲ 製造経費 ※２  330,147  16.4  483,273  16.0

当期総製造費用    2,010,865  100.0  3,017,866  100.0

期首仕掛品たな卸高    38,318        67,540      

合計    2,049,184        3,085,406      

期末仕掛品たな卸高    67,540        59,509      

他勘定振替高    △20,489        △16,627      

当期製品製造原価    1,961,154        3,009,269      

                           

前事業年度 
 （自 平成20年10月１日    
  至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
 （自 平成21年10月１日    
  至 平成22年９月30日） 

 １．原価計算の方法 

 原価計算の方法は、組別総合原価計算を採用してお

ります。 

 １．原価計算の方法 

同左 

※２．製造経費のうち主なもの ※２．製造経費のうち主なもの 

外注費 千円273,527

減価償却費 千円35,926

賃借料 千円9,292

外注費 千円418,807

減価償却費 千円40,179

賃借料 千円9,555
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,046,500 1,046,500

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,046,500 1,046,500

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 612,137 612,137

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 612,137 612,137

資本剰余金合計   

前期末残高 612,137 612,137

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 612,137 612,137

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 957,118 △107,386

当期変動額   

剰余金の配当 △53,124 －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,011,380 899,589

当期変動額合計 △1,064,505 899,589

当期末残高 △107,386 792,202

利益剰余金合計   

前期末残高 957,118 △107,386

当期変動額   

剰余金の配当 △53,124 －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,011,380 899,589

当期変動額合計 △1,064,505 899,589

当期末残高 △107,386 792,202

自己株式   

前期末残高 △105 △105

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △105 △105

株主資本合計   

前期末残高 2,615,650 1,551,145
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当期変動額   

剰余金の配当 △53,124 －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,011,380 899,589

当期変動額合計 △1,064,505 899,589

当期末残高 1,551,145 2,450,734

評価・換算差額等   

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △10,053 △111,585

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △101,531 △14,639

当期変動額合計 △101,531 △14,639

当期末残高 △111,585 △126,225

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △10,053 △111,585

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △101,531 △14,639

当期変動額合計 △101,531 △14,639

当期末残高 △111,585 △126,225

純資産合計   

前期末残高 2,605,596 1,439,559

当期変動額   

剰余金の配当 △53,124 －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,011,380 899,589

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △101,531 △14,639

当期変動額合計 △1,166,036 884,949

当期末残高 1,439,559 2,324,509
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 該当事項はありません。  

   

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

項目 
前事業年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

（1）その他有価証券 

時価のないもの 

 総平均法による原価法を採用して

おります。 

（1）その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

  （2）子会社株式及び関連会社株式 

 総平均法による原価法を採用してお

ります。 

（2）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

 時価法を採用しております。 同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品、製品、原材料、仕掛品 

 総平均法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）を採用

しております 

(1）商品、製品、原材料、仕掛品 

同左  

  (2）貯蔵品 

最終仕入原価法（貸借対照表価額に  

ついては収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用してお

ります 

(2）貯蔵品 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物        15～31年 

機械装置      ３～15年 

工具器具備品    ２～５年 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間（5

年）に基づいております。 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

値を零とする定額法を採用しておりま

す。  

(3）リース資産 

同左 

  (4）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(4）長期前払費用 

同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

  (2）製品保証引当金 

 製品の無償補修に対する費用の支出

に充てるため、過去の実績率を基礎と

して、発生見込み額を計上しておりま

す。 

(2）製品保証引当金 

同左 

  (3）返品調整引当金 

 将来予想される売上返品に備えるた

め、過去の返品実績率に基づく返品損

失見込額を計上しております。  

(3）返品調整引当金 

同左 

  ―――――― (4）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額の当事業年

度負担額を計上しております。 

６. 重要なヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。 

(1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…通貨スワップ 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ヘッジ対象…製品輸出による外貨

建売上債権、原材料

輸入による外貨建買

入債務 

  

  (3）ヘッジ方針 

 当社の内規である「市場リスク管

理規定」に基づき、為替リスクをヘ

ッジしております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘッジ手

段の相場変動又はキャッシュ・フロ

ー変動の累計とを比較し、両者の変

動額等を基礎にして判断しておりま

す。   

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

（1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

（1）消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

「棚卸資産の評価に関する会計基準の適用」  

 棚卸資産については、従来、主として総平均法による原

価法によっておりましたが、当事業年度より「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号平成18年７

月５日）が適用されたことに伴い、主として総平均法によ

る原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）により算定しております。 

 この変更による損益への影響はありません。 

―――――― 

   

「リース取引に関する会計基準の適用」  

 当事業年度より「リース取引に関する会計基準」（企業

会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一

部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））を適用し、所有権移転外

ファイナンス・リース取引については通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。なお、当該リ

ース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用

年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しておりま

す。 

 この変更による損益への影響は軽微であります 

―――――― 
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表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

（貸借対照表）  

 １．前事業年度まで流動負債その他に含めておりました

「通貨オプション」は、当事業年度において、負債及

び純資産の総額の100分の１を超えたため区分掲載し

ました。 

   なお前事業年度末の「通貨オプション」は、16,979

千円であります。  

（貸借対照表） 

 １．前事業年度まで区分掲記しておりました「未収入

金」（当事業年度は68,233千円）は、当事業年度にお

いて、資産総額の100分の１以下となったため、流動

資産の「その他」に含めて表示することにしました。

 ２．「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日

内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前事業年

度において「商品」「製品」として掲記されていたも

のは当事業年度から「商品及び製品」として、また

「原材料」「貯蔵品」として掲記されていたものは、

当事業年度から「原材料及び貯蔵品」と一括掲記して

おります。なお、当事業年度に含まれる「商品」「製

品」「原材料」「貯蔵品」はそれぞれ117,340千円、

415,296千円、823,954千円、23,602千円であります。

  

  

追加情報

前事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

―――――― （賞与引当金） 

 当連事業年度において、給与規定の変更を取締役会決

議したことに伴い、賞与支給方針が明確になったため、

賞与引当金を計上しております。これにより、当事業年

度において販売費及び一般管理費は30,364千円増加して

おります。この結果、営業利益、経常利益、税金等調整

前当期純利益はそれぞれ30,364千円減少しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成21年９月30日） 

当事業年度 
（平成22年９月30日） 

※１．関係会社項目 ※１．関係会社項目 

売掛金 千円459,080

長期貸付金 千円800,000

短期借入金 千円500,000

１年以内返済予定の長期借入金 千円120,000

関係会社長期借入金  千円1,547,310

長期貸付金 千円748,102

  

  

  

  

※２．担保資産および担保付債務 ※２．担保資産および担保付債務 

(１)担保に供している資産 

  売掛金 千円1,030,927

(２)担保に係る債務 

  短期借入金 千円500,000

（1）担保に供している資産  

（２）担保に係る債務 

  預金 千円 200,000

  売掛金 千円 1,709,224

  仕掛品 千円 59,509

  原材料 千円 1,103,486

  投資有価証券 千円 500,000

  合計 千円 3,572,220

  短期借入金 千円 1,800,000

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

（製品）  

販売促進費（試打クラブ）への振

替高 
千円△26,811

（製品）  

販売促進費（試打クラブ）への振

替高 
千円△98,075

※２．期末棚卸高は収益性の低下に基づく簿価切下げ後の

金額であり、棚卸資産評価損69,538千円が売上原価に

含まれて下ります。  

※２．期末棚卸高は収益性の低下に基づく簿価切下げ後の

金額であり、棚卸資産評価損 千円が売上原価

に含まれて下ります。  

114,590

※３．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

38,094千円

※３．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

千円55,740

※４．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

※４．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

 関係会社への売上高 千円1,880,484

 関係会社からの受取利息 千円44,054

 関係会社からの受取配当金 千円100,000

 関係会社からの業務受託料 千円62,100

 関係会社への支払利息 千円74,087

 関係会社への売上高 千円1,452,196

 関係会社からの受取利息 千円53,921

 関係会社からの受取配当金 千円21,616

※５．固定資産除却損は、次のとおりであります。 ※５．固定資産除却損は、次のとおりであります。 

  建物附属設備 千円  2,407

  工具器具備品 千円  179

  計 千円  2,586

  建物附属設備 千円  510

  工具器具備品 千円  946

  計 千円  1,456
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前事業年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

当事業年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（株主資本等変動計算書関係）

  
前期末株式数 

（株） 
当期増加株式数 

（株） 
当期減少株式数 

（株） 
当期末株式数 

（株） 

自己株式         

普通株式  100  －  －  100

合計  100  －  －  100

  
前期末株式数 

（株） 
当期増加株式数 

（株） 
当期減少株式数 

（株） 
当期末株式数 

（株） 

自己株式         

普通株式  100  －  －  100

合計  100  －  －  100
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（税効果会計関係）

前事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産（流動）    （平成21年９月30日現在） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産（流動）    （平成22年９月30日現在） 

繰越外国税額に係る税金資産 千円10,619

棚卸資産評価損 千円9,950

貸倒引当金繰入限度超過額 千円37,211

返品調整引当金  千円20,876

繰延ヘッジ損益に係る繰延税金 千円45,515

未払事業税 千円1,564

その他  千円2,675

 小計  千円128,413

評価性引当額  千円△128,413

繰延税金資産（流動）合計 千円－

繰越外国税額に係る税金資産 千円38,790

棚卸資産評価損 千円13,459

貸倒引当金繰入限度超過額 千円10,582

返品調整引当金  千円27,348

繰延ヘッジ損益に係る繰延税金 千円51,711

未払事業税 千円3,277

賞与引当金否認 千円14,212

税務上繰越欠損金  千円251,758

その他  千円6,638

 小計  千円417,779

評価性引当額  千円△51,711

繰延税金資産（流動）合計 千円366,067

繰延税金資産（固定） 繰延税金資産（固定） 

製品保証引当金否認額  千円14,243

貸倒引当金繰入限度超過額 千円2,528

一括償却資産  千円255

関係会社株式評価損否認  千円8,158

繰越欠損金  千円398,830

その他 千円2,729

 小計  千円426,745

評価性引当額  千円△426,745

繰延税金資産（固定）合計 千円－

繰延税金資産   合計 千円－

製品保証引当金否認額  千円13,659

貸倒引当金繰入限度超過額 千円24,573

一括償却資産  千円198

繰越欠損金  千円112,938

子会社株式評価損  千円11,013

その他 千円1,536

 小計  千円163,917

評価性引当額  千円△11,013

繰延税金資産（固定）合計 千円152,903

繰延税金資産   合計 千円518,971

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳  

  

  税引前当期純損失を計上しているため、記載しており

ません。         

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳  

                         (平成22年９月30日現在)

                       （％）

  法定実効税率               40.79 

  評価性引当額の増減           △110.18 

  抱合せ株式消滅益            △22.54 

  合併引継税務上欠損金          △11.46 

  外国税額に係る税金資産          △6.17 

    合併繰延税金資産             14.26 

  その他                  △1.81 

    税効果会計適用後の法人税等の負担率   △97.11
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（注） １株当たり当期純利益（損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前事業年度（自平成20年10月１日 至平成21年９月30日） 

連結財務諸表「注記事項（重要な後発事象）」に記載しているため、注記を省略しております。 

  

当事業年度（自平成21年10月１日 至平成22年９月30日） 

該当ありません。 

  

  

 （1）役員の異動 

 異動内容が定まった時点で開示いたします。  

  

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり純資産額 円 銭 135 49

１株当たり当期純損失金額

（△） 
円 銭 △95 19

１株当たり純資産額 円 銭 218 77

１株当たり当期純利益金額 円 銭 84 66

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

同左 

  
前事業年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当期純利益（△損失）（千円）  △1,011,380  899,589

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（△損失） 

（千円） 
 △1,011,380  899,589

期中平均株式数（株）  10,624,900  10,624,900

（重要な後発事象）

６．その他
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